
研究成果有体物提供契約書（雛形）有償
　国立大学法人岡山大学（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」という。）は、甲に所属する教員が創作又は取得した研究成果有体物（以下「本成果物」という。）を甲が乙に提供するにあたり、次の各条によって研究成果有体物提供契約（以下「本契約」という。）を締結するものとする。
　（提供される研究成果有体物）
第１条　甲は、乙に対し、次の本成果物を有償で提供する。
　（１）本成果物の名称
　（２）本成果物の数量
　（３）本成果物の管理担当者
　（４）提供目的

　（提供の対価）
第２条　乙は、本成果物の対価として、金　　　　　　　円（うち消費税額及び地方消費税額　　　円）を甲に支払うものとする。
　（代金の支払い）
第３条　乙は、第２条の対価を、国立大学法人岡山大学長の発する請求書により、当該請　求書に定める支払期限までに支払わなければならない。
２　乙は、所定の支払期限までに支払わないときは、支払期日の翌日から納入の日までの　日数に応じ、その未払額に民法の法定利率で計算した延滞金を付加して支払わなければならない。
　（成果物の受領）
第４条　乙は、本成果物を受領したときは、甲に対し受領書を提出するものとする。
　（成果物の知的財産権の帰属）
第５条　本成果物に関する著作権、産業財産権をはじめとする一切の知的財産権は甲に帰属し、本契約に明示して定める事項を除き、本契約の如何なる定めも本成果物に関する権利についての移転および許諾を定めるものではない。
　（費用負担）
第６条　乙は、本成果物の引渡しに関する費用を負担するものとする。
　（使用条件）
第７条　乙は、本成果物を、第１条（４）の提供目的のためにのみ使用する。
２　乙は、甲の事前の文書による承諾なく本成果物（本成果物から得られた成果物、また　は本成果物に変更を加えることによって得られ、かつ本成果物の主要な要素を備えた成　果物を含む。）を第三者に提供してはならない。
　（本成果物の処分又は返還）
第８条　乙は、本契約の終了時に本成果物が残存する場合は、残存する本成果物を甲に返還するか、甲の指示に従って処分しなければならない。
２　乙が本契約に違反したと甲が認めたとき、甲は乙に対し、速やかに本成果物を返還するように指示することができ、乙は、この指示に従い直ちに返還しなければならない。
３　乙は、前２項の本成果物の返還に関する費用を負担するものをする。
４　甲は、乙が甲に本成果物を返還するとき、第２条の対価を乙に返還しない。
　（秘密の保持）
第９条　乙は、甲の文書による事前の承諾を得た場合を除き、甲から提供され又は開示さ　れた本成果物の情報の全てを秘密にし、第三者に開示又は漏洩してはならない。ただし、　この義務は本提供に基づく乙に開示された本成果物の情報のうち、次の各号に該当する　ものには適用しないものとする。
　一　甲から開示を受ける時点で、既に乙が保有し、書面でこれを証明できるもの
　二　甲から開示を受ける時点で、既に公知であるもの
　三　甲から開示を受けた後に、当事者の責によらず公知となったもの
　四　甲から開示を受けた後に、正当な権限を有する第三者から、乙が秘密保持の義務を　　負うことなく入手したもの
　五　第三者への開示について、書面により甲から事前の承諾を得たもの
　（研究成果の公表等）
第10条　乙は、本成果物を使用して得られた成果を論文等として公表するときは、甲へ事　前に公表の方法とその内容を通知するものとする。
２　前項の公表に際し、乙は本成果物の出所が甲である旨を明示するものとする。
３　本成果物を使用して得られた成果が第11条の発明、考案等に関連する場合には、第11条の規定に基づき、両者で公表の時期等を協議するものとする。
　（知的財産の取扱い）
第11条　乙は、本成果物に関連した発明又は考案を出願しようとするときは、出願前に甲に連絡し、権利の帰属、持分及び産業財産権の出願手続き等について、甲と協議するものとする。
　（非保証）
第12条　本成果物は、研究の過程において生み出された実験的・研究的性質を有するもの　であり、甲は乙に対して明示・黙示を問わず一切の保証をしない。また、甲は乙の本成果物の使用・保守によって発生した如何なる結果についても一切その責任を有せず、か　つ直接又は間接の損害を問わず如何なる損害に対しても賠償義務を負わないものとす　る。
　（契約の解除）
第13 条　甲は、乙が第２条に規定する対価を所定の支払期限までに支払わないときは、　本契約を解除することができる。
２　甲及び乙は、乙又は甲が本契約に定める義務を履行しないときは、本契約を解除する　ことができる。　
　（有効期間）
第14条　本契約の有効期間は、本契約締結の日から１年間とする。なお、甲乙別途協議のうえ当該有効期間を延長できるものとする。
２　前項の規定にかかわらず、第９条及び第１０条の規定は本契約終了の日から起算して３年間有効とし、第１１条及び第１２条の規定の効力は消滅しない。
　（誠実義務）
第15条　本契約に定めのない事項が生じたとき、又はこの契約条件の各条項の解釈につ　き疑義が生じたときは、甲乙誠意をもって協議の上解決するものとする。
　（裁判管轄）
第16条　本契約に関する訴えは、岡山地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とす　る。
　この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲、乙記名押印の上それぞれ１通を保管するものとする。
　　　　○○年○○月○○日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（甲）岡山県岡山市北区津島中一丁目１番１号　　
                                              国立大学法人岡山大学　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学長　那　須　保　友
                                        （乙）
�（提供後の使用目的を具体的に記載してください。）






